
 

 

相模原市監査委員公表第１５号 

 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第１２項の規定により、平成 

３０年１月２６日に実施した出資団体監査及び財政援助団体監査の結果に基づき措

置を講じた旨、市長から通知があったので、当該通知に係る事項を次のとおり公表

する。 

 

  平成３０年５月２９日 

 

 

相模原市監査委員 彦 根   啓    

 

 

同        坪 井 廣 行    

 

 

同        江 成 直 士    

 

 

同        小 野   弘    
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１ 監査の対象団体及び所管部局 

公益財団法人相模原市健康福祉財団(以下「健康福祉財団」という。)及び健康

福祉局福祉部地域医療課 

２ 監査の日程 

  平成２９年１０月２７日から平成３０年１月２６日まで 

３ 措置に係る通知日 

市長から通知があった日 平成３０年５月２４日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

ア 健康福祉財団が作成した財務諸表

等を調査したところ、次のような事例

が見られた。 

（ア）公益法人会計に関する一般的、標

準的な基準である「公益法人会計基

準」(平成２０年４月内閣府公益認

定等委員会)では、財産目録はすべ

ての資産及び負債につき、名称、数

量、使用目的、価額等を詳細に表示

するものとされているが、平成２８

年度の財産目録には数量や使用目

的が記載されていなかった。 

（イ）公益法人会計基準の適用に当たっ

て必要となる事項について定めた

「公益法人会計基準の運用指針」

(平成２０年４月内閣府公益認定等

委員会)では、附属明細書の「引当

金の明細」には、当期増加額と減少

額を相殺せずにそれぞれ総額を記

載することとされているが、平成 

２８年度の附属明細書には、退職給

付引当金の明細として、退職手当の

平成２９年１０月２７日から平成 

３０年１月２６日にかけて実施された

出資団体監査及び財政援助団体監査に

おける指摘事項とされた各項目につき

ましては、次のとおり改善措置を講じま

した。 

 

ア 健康福祉財団が作成した財務諸表

等における指摘事項につきましては、

健康福祉財団に対して指導を行い、健

康福祉財団が次のとおり改善措置を

講じました。 

（ア）財産目録において、資産及び負債

に関する名称、数量、使用目的、価

額等が詳細に表示されていなかっ

たことにつきましては、公益法人移

行前の一般財団法人時に作成して

いた様式を使用したものであり、公

益法人会計基準の確認不足により

発生した誤りです。平成２９年度分

の財産目録から、公益法人会計基準

の運用指針で示されている様式に
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支払いに備えた増加額と退職手当

の支払いに伴う減少額を相殺した

額が記載されていた。 

（ウ）リース取引に係る会計処理につい

て、公益法人に適用される企業会計

基準である「リース取引に関する会

計基準」(平成５年企業会計基準第

１３号)では、リース物件の取引に

ついて、所有権が借手に移転するも

のとそれ以外のものに分類し、会計

処理することとされている。平成 

２７年度に増築したリース校舎に

ついては、相模原看護専門学校賃貸

借物件(増築校舎)契約において所

有権の譲渡条項が定められており、

所有権移転ファイナンス・リース取

引に分類されるが、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引として処理

していたため、減価償却費の算定を

誤っていた。 

また、同基準では、リース債務に

ついて、貸借対照表日後１年以内に

支払の期限が到来するものは流動

負債に属するものとし、貸借対照表

日後１年を超えて支払の期限が到

来するものは固定負債に属するも

のとされているが、平成２８年度の

貸借対照表において、支払期限が貸

借対照表日後１年超のリース債務

である増築校舎やパソコン等が流

動負債に計上されていた。 

基づき、作成するよう改めました。 

（イ）附属明細書の「引当金の明細」に

おいて、当期増加額と減少額を相殺

した額を記載したことにつきまし

ては、公益法人会計基準の運用指針

の確認が不十分であったことによ

り発生した誤りです。平成２９年度

分の附属明細書の「引当金の明細」

から、公益法人会計基準の運用指針

に基づき、当期増加額と減少額それ

ぞれの総額を記載することとしま

した。 

（ウ）平成２７年度に増築したリース校

舎を所有権移転外リース資産とし

て、減価償却費の算定を誤っていた

ことにつきましては、相模原看護専

門学校賃貸借物件(増築校舎)契約

において１０年間にわたり月額で

リース料を支払う契約となってい

ることから、リース料の支払い総額

と減価償却費の累計額の整合を図

るため、減価償却費の算定方法をリ

ース定額としてしまった誤りです。 

平成２９年度分の財務諸表から、

「リース取引に関する会計基準」に

基づき、所有権移転ファイナンス・

リース取引として減価償却費を算

定するよう改めました。 

また、リース債務に関して、支払

期限が貸借対照表日後１年超のリ

ース債務である増築校舎やパソコ
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財務諸表は、公益財団法人の財政

状態や事業成績を明らかにするた

めに重要なものであり、資産、負債

及び正味財産の状態並びに正味財

産増減の状況に関する真実な内容

を明瞭に表示するものでなければ

ならない。 

今後は、公益法人会計基準等の関

係諸規程に基づき適正に事務を執

行されたい。 

ン等が流動負債に計上されていた

ことにつきましては、「リース取引

に関する会計基準」の確認が不十分

であったことにより発生した誤り

です。平成２９年度分の財務諸表か

ら貸借対照表日後１年以内に支払

の期限が到来するものは流動負債

に属するものとし、貸借対照表日後

１年を超えて支払の期限が到来す

るものは固定負債に属するものと

して、適正に事務処理をしました。 

 

財務諸表を適正に作成することは、

公益財団法人の財政状態や事業成績

を明らかにするために重要であるこ

とから、財務会計事務に関する研修等

に職員を積極的に参加させ、財務事務

を担当する職員の資質向上を図って

まいります。今後は、同様な誤りが発

生することがないよう、会計責任者及

び担当する職員は、公益法人会計基

準、同基準の運用指針などの関係諸規

程の確認を徹底し、適正な事務の執行

に努めてまいります。 

 


